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定例監査（平成２５年度）

（１）監査実施所属、監査実施日及び監査の結果は、平成２６年２月２８日発行（山梨県公報

号外第１０号）山梨県監査委員告示第２号のとおり

（２）監査の結果、指摘事項及び指導事項があった所属が講じた措置の内容

監査対象所属 福祉保健部 都留児童相談所

監査対象期間 平成２４年１０月～平成２５年８月

監 査 実 施 日 平成２５年１１月２０日、平成２６年１月１７日

監査の結果 講じた措置（又は今後の方針等）

（指導事項）４件 （収入１、給与２、契約１）

１）歳入について、次のとおり収入未済があっ

た。

児童入所施設等措置費に係る過払い分の

返還金  

過年度分 先数 1件 84,280円

２）雑部金の出納について、以下のとおり不適

切な事務処理があった。

① 平成２５年度の雑部金繰越整理簿が作

成されていなかった。

② 平成２５年３月末の雑部金（社会保険

料）の残額に誤りがあったが、そのまま繰

越されていた。

１）平成２２年６月に判明した、一時保護委託

費（被虐待児受入加算分）の過払い事案に関

し、当時の対応は次のとおりでした。

※支払日等：平成19年9月10日 53,320円

         平成19年10月16日 30,960円

    合計84,280円

一時保護を委託した債務者は、当初里親を

予定していましたが、里親にならなかったた

め、児童相談所とはその後の関わりもなくな

り、所在不明の状況で連絡が取れず対応不可

と判断され、調定を行わなかった。

その後、平成２４年度に児童家庭課から再

度債務者の所在確認を行うよう指示され、調

査した結果所在確認ができ、平成２４年２月

２７日付けで調定を行うとともに、債務者に

対し、直接所在地に出向き支払依頼を行いま

したが、返還を拒否された。

また、平成２５年３月２５日には、再度、

児童家庭課職員と当所職員により支払い督

促のため債務者宅に出向いたが、この時も返

還を拒否され、現在も収入未済の状況が続い

ている。

今後も、継続的に返還督促を実施すること

とし、収入未済の解消に努める。

* 債務者の返還拒否理由：

請求書は、児童相談所の担当者の指示内容

（すべて児童の一般生活費）で記載し、印を

押しただけであり、また、受領した委託費は、

すべて受託児童のために支出したため残っ

ていない。

２）雑部金の出納について

① 平成２４年度末の残額整理ができたの

で、平成２５年度繰越整理簿を作成した。

② 臨時職員の平成２４年度中途退職に伴

う健康保険、厚生年金自己負担分の返還処

理がされていなかったために残額誤差が
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③平成２５年３月に行う労働保険料の振替

収入が遅延していた。

３）住居手当認定簿が未作成のものがあった。

４）指名競争入札通知書により、入札価格は３

年間の総額である旨明示した長期継続契約

である清掃業務委託に係る入札について、第

１回目の入札で落札決定したが、当該入札金

額は１年間の価格を記載した錯誤である旨

の落札者の主張により契約が締結できなか

ったにもかかわらず、当該落札者に対し違約

金の徴収を行っていなかった。

また、この場合において、当該落札者の入

札を無効とするならば、当該落札者を除いて

予定価格の範囲内で最も有利な条件で入札

した２番札入札者を繰り上げて落札者とす

るべきであったが、この２番札入札者を落札

者としていなかった。

なお、この入札全体を無効として、後日再

度入札を執行し、結果として第１回目入札時

の２番札入札者と契約を締結しているが、当

該契約金額は、第１回目入札の２番札の金額

に消費税及び地方消費税を加算した金額よ

りも高いものとなっていた。

生じていたことが確認できたことから、適

正に返還処理を行い、誤差が解消された。

③ 労働保険料の振替収入の遅延について

は、支出負担行為は行ってあったが、一般

会計への振替事務処理を失念していた。

（３月末の財務会計処理が期限に間に合

わなかった。）

今後は、同様な遅延結果が生じないよ

う、財務会計事務処理の進捗状況のチェッ

クを確実に行い、事務処理ミス防止に努め

る。

３）住居手当の支払事務処理は適正に処理され

ていたが、住居手当認定簿の作成を失念して

おり、未作成であった住居手当認定簿を作成

した。

今後は、住居手当認定簿の作成について失

念することがないよう、複数担当者により業

務チェックリストを活用していく。

４）当初の入札において、入札金額を発表して

いたところ、最低価格で入札した業者から、

入札金額の間違い（３年分の金額とすべきと

ころを１年分の金額とした。）に気が付き、

入札金額を勘違いして入札してしまったと

の申し出があった。

このため、入札執行を一時中断し、出納局

と対応を協議している間、入札業者からの申

し出が原因で入札会場の雰囲気が喧噪な状

況となっていたことや、この後の対応に時間

がかかることが予想されたことから、年度末

という時期を考慮するとこのまま入札手続

きを継続することが困難と判断し、他の参加

業者の承諾を得たうえで当日の入札執行を

打ち切りとし、後日改めて入札を実施するこ

ととした。

後日、当該業者を入れ替えた上で改めて入

札を実施した結果、当初入札時の２番札業者

の金額より高い金額の契約額となった。

上記のように、入札執行を中途で中止と判

断したことにより、結果として、当初入札の

１番札入札者に対する違約金４９，５００円

の徴収や指名停止などの処分が行えないこ

ととなってしまった。また、入札のやり直し

により当初入札の２番札入札者より６９，３

００円高い金額での契約となってしまった。

今回の入札会場の状況下においては、中止

もやむを得なかったと考えるが、当初入札の

１番札入札者の入札に関し、錯誤による入札

を認め無効扱いとするか、入札通知文で説明

してあったことから有効として扱うかの判
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断をその場で行っていればこのような結果

にはならなかった。

この判断ができなかった要因として、入札

執行者が、入札に関しての法令、行政実例、

財務規則等の熟知に問題があったと考える。

また、入札執行の事前説明について、入札

通知文書だけでなく、入札当日の事前説明で

も詳細な連絡事項等を説明していれば、錯誤

による入札を防ぐことができ、中止という結

果には至らなかったと考える。

今後、このような結果が生じないよう入札

執行時の適正な事務処理を行うため、今回使

用した５年前の「入札シナリオ」を見直し、

事前説明を詳細に行うとともに、法令や財務

規則等に基づき、適正な事務処理を行ってい

くこととする。

平成２５年度末に実施した長期継続契約

に係る入札については、見直し後の「入札シ

ナリオ」に沿って入札を行った結果、問題な

く執行することができた。


